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○林委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 質疑を続行いたします。山井和則君。 

○山井委員 民主党の山井和則でございます。 

 厚生労働委員会からこちらに差しかえで来させていただきまして、これから三十分間、北側国土交通大臣そし

て担当者の方々に質問をさせていただきます。また、後半は、厚生労働省の方からも自立支援法に関係して担当

者の方に来ていただきましたので、質問をさせていただきたいと思っております。 

 まず最初に申し上げたいんですけれども、今回のバリアフリー新法によって、駅や建物だけではなく、面とし

て、障害のある方々がバリアフリーという形で社会に参加しやすくしていく、そして移動しやすくする、その権

利性を高めていくということがこの法案の趣旨であるかと思います。 

 しかし一方では、この四月から、これは厚生労働の担当でありますが、障害者自立支援法というのが導入され

まして、原則一割負担という自己負担が今まで以上に導入されて、さまざまな軽減措置がございますが、そんな

中で、それによって障害のある方々が社会参加しづらくなったのではないか、また外出しづらくなったのではな

いか、そういう不安の声、また現場からの悲鳴というものも起こっております。 

 そういう中で最初に申し上げたいんですが、私は、車の両輪だと思っております。バリアフリー新法によって

ハードの面をバリアフリーに整備していく、それと同時に、ソフトの、サービスの面において、障害のある方々が

社会参加、外出をしやすくしていく、これが車の両輪でなければならないと思っております。そういう思いから、

前半では国土交通省に、後半では厚生労働省に質問をさせていただきたいと思っております。 

 まず最初にお伺いをしたいと思います。 

 私は、二十七歳のときですから今から十七年前、京都ボランティア協会というところに勤めておりまして、そ

こでボランティアのコーディネーターをしておりました。そこで視覚障害の方々に対して京都の観光案内をする、

そういうボランティアのあっせんもしておりました。そんな当時から聞いておりましたのが、やはり視覚障害者

にとって駅のホームが非常に怖い、危険であるということであります。 

 ですから、第一問は、駅のホームのホームドアの設置ということについてお伺いし、要望したいと思っており

ます。 

 交通バリアフリー法の制定後も、視覚障害者などがホームから転落しているという事故が減少しておりません。

私の知人の視覚障害のある方も、残念ながら数年前に駅から転落した。私もそのときにも彼から言われたんです

けれども、こういう本当に転落をしないと、それを恐れていてはなかなか外に出ていけない、それぐらいホーム

は危険が多いという話を聞いたことがございます。 

 その対策として視覚障害者の方々が求めているのが、ホームドアの設置であります。ホームドアを今回のバリ

アフリー新法においても計画的に進めていく必要があると思いますが、今回のバリアフリー新法で何らかの改善

がなされるのでしょうか。あるいは、特に新設の場合などはホームドアの義務づけというものをやっていくべき

ではないかと思いますが、いかがでしょうか。点字もしくはホームドアという形になっているんですが、どちら

かでもいいというとそれは点字の方が安くて簡単だからそっちに流れがちなんですが、ホームドアの設置を急ぐ

べきだと思います。答弁をお願い申し上げます。 

○梅田政府参考人 先生御指摘のホームドアあるいは可動式のホームさくの設置でございますが、この点につき

ましては、私どもも、ホームからの転落防止等の観点から整備を急ぐことが必要であるというふうに考えており

ます。 

 これまで、設置可能な駅におきまして設置を推進してきました。現在のところ、路線の新設時に設置されたも

のを中心といたしまして、ホームドアは十二路線百十五駅、可動式ホームさくは二十一路線の百八十三駅に設置

されているところでございます。 

 しかしながら、駅にホームドア等を設置する場合には、既存の駅につきましてはいろいろ問題もございますし、

また新設の駅についてもやや問題がございます。仮にホーム上に十分な広さが確保できる新設の駅であったとし



ても、車両の面におきまして、例えば扉の位置が異なる、スリードアとかあるいはファイブドアとか、いろいろな

列車が走行する路線、こういうようなところにつきましては、対応するようなホームドアをつくることはなかな

か技術的に難しゅうございます。また、定位置に列車を自動的に停止させる装置、これもできるだけ設置可能な

路線でなければ、ホームドアを設置することがなかなか難しいというようなことがございます。 

 こういうことでございますので、一律に義務化をするということはなかなか困難であろうというふうに考えて

いるところでございます。 

 しかしながら、既存また新設を問わず、ホームドアあるいは可動式のホームさくを設置していくことは必要で

あるというふうに思っておりまして、例えば東京地下鉄の丸ノ内線、これはできてから相当古い地下鉄でござい

ますが、ここにつきましても可動式のホームさくの設置を進めているところでございまして、平成十九年度の供

用を目指してやっているところでございます。 

 私ども、基本的に、この設備の設置につきましては、諸条件の整った路線を中心にしながら、ホームドアあるい

は可動式のホームさくの設置を積極的に進めて取り組んでまいりたい、この設置につきましては今以上にしっか

りやっていきたいというふうに考えているところでございます。 

○山井委員 今以上にしっかりと取り組んでいきたいという答弁でございますが、まさにこれは、視覚障害者の

方々が自由に移動するために、ある意味で死活問題でありますので、さまざまな課題はあるでしょうが、ぜひ整

備を急いでいただきたいと思います。 

 二番目に、当事者や市民参加ということについてお伺いしたいと思います。 

 バリアフリー新法では、住民等による基本構想の策定、提案や、協議会の設置など、利用者の関与が促進される

が、なかなかその具体的な仕組みが明確には読み取れません。また、乗車拒否などの事例が後を絶たないことな

ど、法の精神と現場とが乖離しているという点も多々あるわけですね。そして、いざ設備ができてから、利用しに

くいというふうな事例も起こってきているわけです。 

 そういう意味で、この問題は、計画、実施、検証の各段階への当事者参画、つまり、障害のある方々が参加し

て、計画、検証の前に意見を言うということや、また、さまざまな乗車拒否などのトラブルやクレーム等の処理機

関についても、当事者参画がなければ解決されない問題だと考えておりますが、このような点において、バリア

フリー新法ではどのようになっておりますでしょうか。 

○竹歳政府参考人 まず、当事者参画の点でございますけれども、面的にバリアフリーを進めていく、そのため

に市町村が基本構想をつくるというようなときに、高齢者、障害をお持ちの方々からの提案とか、それから協議

会のようなものをつくるということで、当事者参画を充実していきたいと思っております。 

 なぜかと申しますと、その前提として、私どもの国土交通省の方でバリアフリーのあり方を考える懇談会とい

うものを設けまして、さまざまな方の意見を伺いました。せっかくバリアフリーの施設をつくったものの、実際

に障害者の方から見ると非常に使いにくい、それから、逆に障害を強調するバリアフリーになっているんじゃな

いかとか、障害を隠すバリアフリーになっているんじゃないか、御利用者の目から見るとそういう大きな問題が

あるというようなことがございました。ということで、今後つくる計画におきましては、実際にこういういろい

ろな問題意識を持っておられる方々からの意見を踏まえて、計画づくり、事業を進めていきたいというのが第一

点でございます。 

 それから、せっかく制度ができても、いろいろな問題が起きる、乗車拒否とか利用拒否の問題、これについて中

立的な機関を設けてはどうかというお話がございました。移動や利用をめぐるトラブルやクレームにつきまして

は、当事者からお申し出があれば、行政としても適切に対応していかなくちゃいけないと思っております。 

 国土交通省では、ホットラインステーションというものを設けまして、これは平成十六年七月に設けました。

この十六年度の八カ月間の様子を見ますと、全体で七千五百件ございまして、そのうち苦情が四百九十件という

ことでございます。こういう苦情につきましては、私どもの方で、窓口で一元的に承って、担当課を通じて事業者

に対する確認や調査等を行い、相談された方にその結果を回答するということを行っております。 

 ただ、新たに中立的な機関をつくってということまではなかなか手が及ばないのではないかと思っております

が、いずれにしましても、今回、ハートビル法と交通バリアフリー法を一体化していくわけでございますので、窓



口の一元化もして、こういう取り組みも強化していきたいと思っております。 

○山井委員 障害者の方々からは、乗車拒否等さまざまなクレームを言っても、トラブルがあってもなかなか改

善されないという思いがあるわけです。それに対しては、今も答弁ありましたが、やはりできれば当事者が参画

した中立機関のような処理機関が必要であると思っておりますので、重ねて要望したいと思っております。 

 三つ目の質問に入ります。 

 問題は、障害者や高齢者の方々等、移動制約のある方々が、自宅から駅まで、どうやって今回の新法に入ってい

るバリアフリー化される重点整備地域に行くのかということが重要なわけですね。幾ら駅周辺がバリアフリーに

なっても、家からそこまで行き着けないケースというのがたくさんあるわけです。 

 そこで、移動介護も含めた観点で、やはり新法に基づく基本構想に交通計画として、家からどうやって今回バ

リアフリー化される重点整備地域まで行くのかということも交通計画に盛り込むべきではないかと思います。こ

の点についていかがでしょうか。 

○竹歳政府参考人 社会全体のバリアフリー化を進めるということになりますと大変長期間かかっていくという

ことで、今私たちが進めておりますのは、まず優先度の高いところから進めていこうということでございます。 

 そういう意味で、例えば駅につきましても、五千人以上の乗降客のあるところからと。これに対しては、例え

ば、大都市でバリアフリーの駅から乗ったけれども、地方に行っておりようと思ったらバリアフリーじゃない、

こういうような御指摘もあります。それから、今先生御指摘のように、駅まで行くのにどうするんだということ

でございまして、将来的には、町全体がバリアフリーになるような構想というものをつくっていかなくてはいけ

ないと思います。 

 当面でございますけれども、自宅から駅までの移動について重要な役割を果たすと考えられますのがスペシャ

ル・トランスポート・サービスでございます。今般成立いたしました道路運送法等の一部を改正する法律により

まして、ＮＰＯ等が行うボランティア福祉有償に係る登録制度が道路運送法に位置づけられたところでございま

して、基本構想の作成に当たりましても、このような制度と連携を図るということで、自宅から目的地までの切

れ目のない移動が確保できるようにしていきたいと考えています。 

○山井委員 ぜひとも自宅から駅まで、そこまでの移動も確保されるようにしていただきたいと思いますし、そ

れはまさに、後で触れます障害者自立支援法とも関連してくることだと思います。 

 ここで、個別事例になって恐縮ですが、京都の京阪八幡市駅、これは私も国会で今まで二度取り上げているケ

ースですが、このパネルにありますように、多くの急な階段があります。その結果、この地域は割と高齢化が急速

に進んでいるわけなんですけれども、御高齢の方がもう駅を利用しづらくというか、足腰が弱ったらできなくな

ってきて、わざわざほかの駅までバスで行くとかタクシーで行くとか車で行くという、何とも不便なことになっ

てしまっているわけです。 

 それで、住民の方々もこの署名活動をずっとされておられますし、先日は八幡の市議会で森川信隆議員も質問

されまして、市議会でも市長から、平成二十二年度までにバリアフリー化するという答弁も出ているわけなんで

すけれども、やはりなかなかこれはお金もかかることであり、まだまだ実現のためには時間がかかるわけなんで

す。 

 そこで、このケースを通じて、今回の新法がこのようなケースにどう関係してくるかということについて北側

大臣にお伺いしたいと思います。 

 旧交通バリアフリー法に基づく移動円滑化の促進に関する基本方針では、平成二十二年度までには、京阪八幡

市駅のような既存の駅も、ここも乗降客数が一日一万人以上いるわけですから、バリアフリー化を行うというこ

とになっていたが、今回の新しい新法においてもそのような目標は変わりないと考えてよいのか、いかがでしょ

うか。 

○北側国務大臣 変わりございません。 

○山井委員 一つ一つ確認していきたいと思います。 

 今回の法案の中では、バリアフリー化は、古い法律よりもどのように取り組みが進めやすくなるのでしょうか。 

○竹歳政府参考人 今回の法律改正におきまして、いろいろな施設についても追加をしております。すなわち、



基本構想をつくりやすくしていくということでございます。 

 先ほども申し上げましたけれども、基本構想を作成するに当たっては、関係する施設の設置管理者、すなわち、

公共交通事業者、道路管理者、それから駐車場の管理者、公園管理者、建築主等、公安委員会といったさまざまな

事業主体の連携が必要となります。同時に、高齢者や障害者等の移動や施設利用の実態を踏まえ、そのニーズに

的確に対応した構想を作成することが求められるところでございまして、利用者が構想作成のプロセスに関与し

ていく、関係者と利用者が一緒のところで議論をするということが、こういう構想を推進する上で極めて有効で

はないかと考えているわけでございます。 

○山井委員 今御答弁いただきました法定化された協議会というのは、この関係者は正当な理由がなければ参加

を拒否できないということになっていると思いますが、ここで北側大臣、改めて確認ですが、ということは、今ま

で以上に市町村が主体的にバリアフリー化を進めやすくなったというふうに理解してよろしいでしょうか。 

○北側国務大臣 そのように御理解いただいて結構でございます。 

 市町村が基本構想を作成しようとする場合に、協議会を設けたときは、鉄道事業者等を含みます関係する施設

設置管理者についても、正当な理由がある場合を除いて、協議会における協議に応じなければならないこととな

っております。この正当な理由というのも、近々施設を廃止、譲渡するだとか、そういうふうな極めて例外的な場

合に限られるというふうに考えておりまして、ほとんどの場合におきましては、協議会への参加が義務づけられ

るということになっておるわけでございます。 

 関係者の協議会への参加が担保されていくことになりますので、これらの者と高齢者、障害者等利用者との間

で理解と協力を踏まえながら、今まで以上に市町村がバリアフリー化に主体的に取り組むことができるというふ

うに考えております。 

○山井委員 これからの高齢社会においては、高齢者の方も足腰が悪い方がふえてこられますし、また赤ちゃん

を抱いた保護者の方々も利用されるわけですので、ぜひとも急速にこれは進めねばならないと思っております。 

 私の親しい友人も、実は、バリアフリー化が十分じゃないということで京都から東京にとうとう引っ越してし

まいまして、やはりこういう地域間格差というのも非常に重要な問題となっております。 

 そこで、もう一問北側大臣にこの八幡市駅に関してお伺いをしたいんですが、とはいえ、二十二年度までに義

務づけても、やはり地方自治体も非常に財政的に厳しいわけでありますね。そういう意味では、これは要望にな

るわけですけれども、バリアフリー化という目標達成のために、起債への特段の配慮なども含めて、国土交通省

としても市町村に対してさらなる支援というものを要望としてお願いしたいと思いますが、大臣、いかがでしょ

うか。 

○北側国務大臣 関係省庁とよく連携をとらせていただきたいというふうに思っております。 

 平成十八年度におきましては、これは国土交通省の関係でございますけれども、本法案の施行をにらみまして、

重点整備地区において基本構想の作成を行う協議会に対して、バリアフリー環境整備促進事業によりその経費を

新たに補助対象とする、このような対策もとらせていただいたところでございます。 

 自治体へのより効果的かつ重点的な支援制度につきましては、よく関係省庁と連携をとらせていただきたいと

考えております。 

○山井委員 まさに今各省庁と連携してということをおっしゃいましたが、国土交通省としての支援だけじゃな

く総務省やあるいは財務省の支援も必要だと思いますので、ぜひとも後押しをよろしくお願いしたいと思います。

そして、平成二十二年度までに多くの駅がバリアフリー化が完成するように、これから引き続き新法をばねに後

押しをお願いしたいと思います。 

 それでは次に、厚生労働省の方に御質問をさせてもらいたいと思います。 

 ちょっと話題がかわりますが、この四月から障害者自立支援法がスタートをいたしました。冒頭に申し上げま

したように、このバリアフリー新法で面的にバリアフリーにしていく。それと同時に、やはり障害のある方々が

社会参加していく、あるいは作業所や通所施設で昼間活動する、働く、あるいは社会活動をするために外出する。

生きがいをもっともっと持ってもらう。学ぶ、働く、自己実現をする。さまざまなためにも、障害者の自立を支援

していくということは必要であります。 



 しかし、この四月から原則一割負担の導入ということが、さまざまな軽減措置はもちろんございますが、実施

されたりする四月からの自立支援法の施行の中で、さまざまな問題点が今出てきております。そのことについて

お伺いをしたいと思っております。 

 ちょうど、きょう資料を配付いたしましたが、昨日も新宿で二千人規模の障害者の方々の集会がありました。

ここに書いてありますように、「とうきょうフォーラム 障害者自立支援法の施行 いま、私たちにできることは 

見えてきた課題・問題点を解決するために」。新宿文化センターの大ホールが超満員でありまして、実行委員会形

式になっているんですが、東京の重立った障害者の団体の方々が本当に集まっておられました。 

 どういう呼びかけ文になっているかというのをちょっと読ませていただきます。 

  二〇〇六年四月、障害者自立支援法は施行されました。 

  東京都をはじめ多くの区市は、障害のある人とその家族の負担を軽減しようとがんばってきました。 

  一方、こうした自治体の努力のさなか、国は「障害者自立支援法による基準・報酬（案）」を三月一日に発表

しました。しかもその内容は、きわめて厳しい水準にとどまりました。たとえば、居宅介護や移動支援は、たいへ

ん利用しにくくなりそうです。またグループホームや通所施設などでは、大幅なサービスの後退もありえる、そ

んな内容が示されました。わたしたちが自治体とともに、長年築いてきた福祉が維持できなくなるのではないか、

そんな声もあがっています。 

こういうふうになっております。 

 ですから、私がなぜこの委員会でこの問題を取り上げるのかというと、バリアフリー新法でバリアフリーなま

ちづくりになっている一方では、こういう現場での不安というのは高まっているということであります。 

 また、私も、毎週末京都南部の地元に戻りますが、私の京都南部は障害者の通所施設や作業所が多い地域であ

りまして、これはほかの委員の先生方も同じかもしれませんが、福祉バザーがいっぱいあるんですね。それで、こ

の三月ぐらいからバザーに行くたびに言われるのが、山井さん、大変や、この四月から自立支援法で収入が減る

と。私の近所の施設でも、年間一千五百万円減る、二千万円減る、ただでさえ職員の給料少ないのにどうしたらい

いだろう、首を切るしかないんだろうか、そういう声。 

 それと、一割負担の導入によって、私の近所の通所施設でも、もう通所施設に行くのをやめますというケース

が出ておりますし、あるいは、一気にやめるということにならなくても、お金がかかるんだったら、週に五日間通

っていたのを二日にしますというケースも出てきておりまして、これは、第一回の請求書が届くのが五月の二十

三日ぐらいだったわけですから、そういう意味では、まさに請求書が届いて、今かなりの悲鳴が上がっておりま

す。 

 例えば、通所施設に行くことによって、いろいろな作業をして、知的障害者の方が今まで工賃を一万円もらっ

ていた。ところが、五月末に来た請求書を見たら、三万円払ってくださいとなっているわけですね、一割負担と食

費とか含めて。働きに行って一万円もらっていた、四月までは。ところが、自立支援法で、一万円もらってくるか

わりに、三万円別個に費用を払わないとだめになった。それはやはり、家庭の事情でやめようかという方とか日

にちを減らそうかという方が出てくるのも仕方ないかもしれないんですね。 

 こういうことに関しては、そうならないようにさまざまな軽減措置を厚生労働省さんも講じてくださっている

わけでございますが、こういう実態があります。 

 そこで、まず最初にお伺いしたいと思います。 

 一つの理由は、施設に払われるお金が日割り計算にこの四月からなったわけですが、通所施設や作業所に対し

て、こういう日割り計算になったことによって報酬はどれぐらい減っているんですか。このことをお答えくださ

い。 

    〔委員長退席、吉田（六）委員長代理着席〕 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 障害者自立支援法は四月から施行されております。事業者の方にお支払いします報酬、この報酬も四月一日か

ら改定をされております。そういった中で、報酬の支払いルールにつきまして、今委員からお話がございました

ように、これまで、例えばお一人の施設利用者の方がおられれば、月一回利用でも一月、満額、一定額を支払う仕



組み、いわば月払いから、その方が何回利用したか、その利用した日に応じて払う、日払いと今委員からそういう

お話がありましたけれども、そういう方式に改められました。 

 これは、利用される方にその都度一割負担もお願いするということもございますし、こういう支払い方式は介

護保険制度と同様でございます。提供したサービスの実績に基づいて支払うこととし、事業者側のサービスの提

供量を評価する仕組みとしたところでございます。 

 今委員の方から、そういった場合、切りかえによってどのくらい変化があるのかということでございますが、

四月から施行されておりまして、現段階、まだ四月分の報酬請求支払い事務も完了していないため、つぶさには

承知しておりませんが、大まかに言って二つのケースがございます。 

 一つは、今まで人数掛ける一定額でございましたので、通う回数が少ない施設につきましては、これによって

報酬が減るというのは当然考えられます。他方、今度の制度改正で、定員を超えた利用者の受け入れも可能とす

るよう、例えば通所施設の場合は二割を超えることも容認するという規制緩和を行っておりますので、例えば、

新たな利用者の受け入れに努めたり、土日に開所するなど開所日数をふやしたようなところにつきましては、収

入増のケースもある。こういう二つのケースがあると考えております。 

 前の方のケース、月払いから、これまで一回でも満額払っておったわけでございますので、我々の想定では、月

二十二日通所していただくということをモデルにして、これは実態調査に基づいてやっているところでございま

すが、そのような回数来ていないところは大きな減収になるということも想定されましたので、十八年度におき

ましては、八割は保障するという激変緩和措置を講ずるということを行っておりますので、今委員からの御指摘

の減収分につきましては、一番減収した施設があったとしても、この八割保障で救済される、こういうふうに考

えているところでございます。 

○山井委員 私がお伺いしたいと思っていますのは、今いろいろなことを想定しているということをおっしゃい

ましたけれども、実際、現場からは悲鳴が上がっているわけなんですね。ですから、厚生労働省としても、それが

耐えられる痛みなのか耐えられないものなのか、やはりこれは実態調査を早急にしないと、私の近くでも、もう

施設を畳まざるを得ないという、そんなケースも出てきているわけなんですね。 

 やはり、法律を施行した以上、それがどういう結果を生んでいるかというのは早急に調べる必要があると思う

んですが、この実態、ふえるところもあるでしょう、減っているところもあるでしょう、いつごろまでにお調べに

なるつもりですか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 四月から障害者自立支援法を実施しております。当然、私ども、実施状況につきましては十分ウオッチしてい

かなければならないと考えております。具体的には、給付費の動向など、この前の制度でございます、平成十五年

から実施いたしました支援費制度という障害者の制度がございましたが、これは給付費が大変ふえて、いわば一

種の財政破綻に陥った、こういうこともございますので、給付費の動向など、できるだけ詳細に把握していく努

力が必要だと思っております。 

 ただいま申し上げましたように、四月実施分につきましては、五月に請求があり六月に大体全国の実績がわか

るということでございますが、介護保険の例で申し上げましても、平成十二年四月、二〇〇〇年四月から介護保

険をスタートいたしましたけれども、四月の統計は相当、事業者の方もなれていない、請求漏れもあるとかいう

ことで不確定でございまして、介護保険の例でもノーマルオペレーションになりましたのは六月程度ではないか

と思っております。 

 そういったことも配慮しながら、私ども、六月、七月、八月、そういう実績について、給付費の動向、新制度の

もとにおける開所日数やサービス利用の状況がどうなっているかというようなことについて把握してまいりたい

と考えております。 

○山井委員 これは余り悠長なことは言っていられないと思います。 

 先ほども言いましたように、きのうも二千人の方々が集まっておられて、本当に、車いすの方を支えたり、必死

になって、障害のある方とみんな地域で共生をしようとしていっている。この自立支援法が始まったらもう施設

はやっていかれないんじゃないか、自分も首になるんじゃないか、そんな不安が高まっているわけですから、ぜ



ひとも早急に実態を調査してほしいと思います。 

 続きまして、それに関連して、この資料の二ページを見ていただきたいんですけれども、そして深刻なのは、そ

れによって通所施設を退所してしまった人が出ているということです。これはできたてほやほやの調査ですが、

昨日のフォーラムでも発表になりました。ここに書いてありますように、四月中旬の調査で、東京都セルプセン

ター、東京都社会福祉協議会、きょうされん東京支部などで調査実施したものであります。 

 そこで、自立支援法に伴う退所等の影響、八十六カ所回答、三千百四人について調べたところ、既に退所をされ

たという方が十九人、日数を五日からもっと減らしていったという方が十九人、そして退所を検討している方が

六十人。つまり九十八人の方が、日数を減らしたり、退所を検討したり、既に退所をされたということなんです

ね。 

 考えてもみれば、十年、二十年前から、どうやったら障害のある人たちが社会参加できるのか、引きこもりや閉

じこもりじゃなくて家から出てこられるのかということで、全国で作業所の運動や通所施設の運動が集まって、

やっと地域に障害のある方が出てきたわけです。その方々が法律によって逆に通えなくなるということになった

ら、これはゆゆしきことだと思います。 

 そこでお伺いします。これは東京の方々がやられた調査ですが、厚生労働省は、この四月施行によって通所施

設、作業所等で退所された方々が何人ぐらいなのか、あるいは何％ぐらいなのか、その実態をどのように把握し

ておられますか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 障害者自立支援法の施行に伴う、今例えば通所施設の利用状況等についてでございましたけれども、先ほども

御答弁申し上げましたように、施行後日も浅いこともございまして、詳細の把握は行っておりません。 

 ただ、例年、例えば通所施設におきます退所の状況などは社会福祉施設調査等で把握しておりまして、例年の

退所率というのは五・二九％というような状況でございますので、通所施設で年間五％程度の方がさまざまな理

由で、死亡を除いてでございますが、退所されているということは確かでございます。 

 また、今委員から御指摘の利用料の負担の関係につきましては、委員御案内のとおり、障害者等の家計に与え

る影響を十分考えまして、月ごとの負担の上限額を設定するとともに、その方の収入や預貯金の状況に応じて個

別に減免するなど、きめ細かな負担軽減措置を講じさせていただいております。最大限の配慮を講じているとこ

ろであり、サービスを受けることに支障のないようにというふうに考えております。 

 いずれにしても、サービス利用につきましては、委員御案内のとおり、これまでの行政の措置ではなく、支援費

制度以来、契約制度になっておりますので、利用者の方の選択によるものというふうに考えております。 

○山井委員 そうしたら、把握をしていないんですか、何人ぐらいがやめられていって、やめることを検討して

いるのか。そして、いつごろまでに把握されるんですか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 障害者自立支援法施行後の施設利用者の状況につきましては、自治体のヒアリングを通じまして、まず現場の

状況を把握してまいりたいと思っております。 

 現在、自治体におきましては、先ほど来四月から実施されたと申し上げておりますが、委員御承知のとおり、新

たに十月分の施行もございまして、障害程度区分判定等膨大な事務も実施しなければならない状況でございます

ので、自治体側の体制の状況も御相談しながら、利用者の動向等の把握をしてまいりたいと考えております。 

○山井委員 これもそんな悠長なことを言っておられる場合じゃないんじゃないですか。退所した子供はどうな

っているんですか。今まで施設では、家に閉じこもってそもそも家だけで面倒見られないからということで、作

業所や通所施設に行っていたわけですよね。ところが今回行けなくなった。その子供はどうなっているんでしょ

うか。 

 次に移らせていただきます。 

 正直言いまして、こういう質問を取り上げるのは私は非常に気が重いんですが、これは厚生労働省も御存じか

と思います。三月十一日、福岡市におきまして心中未遂事件が起こりました。障害のある娘さんがお母さんから

殺されてしまった。そして、お母さんも両手をかみそりで切って、また包丁でおなかを刺して、無理心中を図っ



た。 

 そして、この三ページ目にありますのが、この心中事件に対する、刑を軽くしてほしいという嘆願書でありま

す。少しだけ読ませていただきますが、無理心中未遂事件について、母親である容疑者が娘さんを殺害するに至

ったのは、 

 自分自身も体に障害を抱えていながら、重度の障害を持つ娘さんの介護をし、今後増えていくであろう肉体的

負担への不安に加えて、障害者自立支援法成立に伴う介護サービス利用料の利用者負担の発生による家計の圧迫

等により将来を悲観してのものと思われます。また、本件行為に至るまでに、複数の福祉関係者が容疑者本人か

らの相談を受けており、深く思い悩んでいた様子であったにも関わらず、政府が発表した制度の概要が曖昧であ

った為に十分な説明が出来ず、満足に問題解決の手助けができなかったことも、事件に至った原因の一つと考え

られます。 

ということで、この嘆願署名も四千人以上集まっているわけであります。 

 私が言いたいのは、前途を悲観して、ただでさえ障害のあるお子さんを育てるということは保護者の方々、本

当に御苦労をされている、その方々に対して、今回の自立支援法が間違ってもこういう心中事件、心中未遂事件

の引き金になってはならないと私は思っているんですが、非常に失礼な質問かもしれませんが、厚生労働省とし

ては、今回のこの事案というのは自立支援法が引き金になったというふうに認識されておられますか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 福岡市での御指摘の事件につきましては、現在裁判中であり、その事実の詳細については不明でございますが、

五月二十五日の公判におきましては、母親は、行政側が負担額を七千五百円と説明したにもかかわらず、三万円

になると思い込んでいたと検察側が指摘しているところであり、利用者負担についての誤解があったと報道され

ております。 

 私どもといたしましては、先ほど来申し上げておりますように、きめ細かな負担軽減措置を講じておりますの

で、こうした事件が起こることのないよう、制度の一層の周知徹底に努めてまいりたいと思います。 

 また、地域において、障害のある方やその御家族が利用者負担を含め相談できる体制の強化が重要であると考

えておりまして、今回の法律でも、相談支援事業ということを市町村が必ずしなければならない事業として位置

づけられておりますので、市町村の相談支援事業の充実強化も図ってまいりたいと考えております。 

○山井委員 片や、バリアフリー新法で障害のある方々が社会参加、地域参加、もっと移動できるような社会に

していこうという議論があり、片や、今お聞きいただいておりますように、逆に、今まで通っていた作業所や通所

施設に行けなくなってしまった。残念ながらお亡くなりになってしまったこの障害のある娘さんも、自立支援法

の施行の前にそのサービスをカットしてしまわれたわけなんですね、自己負担増を心配して。 

 そういう中で、本来は、バリアフリーの新法と、こういう障害者の方が町に出やすくする福祉サービスとは一

体でなければならないと思っております。 

 そこで、この資料の下に、新聞検索で調べたところですが、ことしの三月だけで、三月五日香川、三月十一日福

岡、三月十二日愛知、三月二十八日山形、三月二十九日長野県というふうに、障害児者に関連した心中事件が五件

起こっております。昨年の三月は一件でした。私は、もしかしたらこれは、障害者自立支援法に関連して、やはり

前途を悲観したのではないかというふうなこと、これはわかりません、私もまだまだそこまで調べておりません

が、そういう心配はしております。 

 厚生労働省に私がお願いしたいのは、もちろんこういうのは複合的な原因ですから、何が原因かなんてそんな

簡単にわからないかもしれません。しかし、間違っても、この障害者自立支援法が施行されることを契機に障害

者児を巻き込んだ心中事件がどんどんふえていったということになったら、これは大変なことになりかねない。

ですから、私はきょうこの問題を取り上げさせていただいているんですが、厚生労働省にお伺いをいたします。 

 先ほども言いましたように、初めての自己負担の請求書が来たのが五月末、それを見て私の知り合いの保護者

の方々もショックを受けておられます。そういう中で、今後、まさかこういうふうに障害児者が犠牲になる心中

事件がふえるということはございませんか。厚生労働省、いかがですか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 



 障害者自立支援法で目指しておりますのは、障害者の福祉サービスを拡大するようにということでやっておる

わけでございまして、現時点では障害者の福祉サービスは大変地域間格差が大きくて、都道府県の間でも最大の

ところと最小のところと七・八倍の差があるということで、障害サービスが全国に均てんしていないという状況

でございます。 

 そういった中で、障害福祉サービスを充実するということで、市町村に今年度から障害福祉計画をつくってい

ただきますし、二十三年度まで、国としては、サービスの目標、訪問サービスも一・八倍、日中活動サービスも

一・六倍にするという目標を掲げております。 

 また実際に、障害者自立支援法で、福祉サービスの費用も国費で一一％十七年度に比べて増加するということ

で、サービス量をふやそうとしているわけでございまして、そういう努力が障害を持った御家族の介護負担とい

うものを軽減し、また、障害者の方の社会参加を促進するものと考えておりますので、不幸な事件というものが

生じないことに資するもの、こういうふうに考えております。 

○山井委員 私は、中村局長を先頭に、厚生労働省の方々が障害者のために精いっぱい頑張っておられる、本当

に寝る間も惜しんで頑張っておられること、本当にそのことにはある意味で敬意を表している部分はあるんです。 

 しかし、残念ながら、やはりこういうものは問われるのは結果なんです。幾らいい法律をつくっているつもり

だ、サービスをふやしたいという思いで法律をつくったといっても、もしかして心中事件がふえたとしたら、今

まで通所施設や作業所に通っておられた方々が、あるいはグループホームにおられた方々が利用できなくなって

いるとしたら、残念ながら、やはりこれは見直さないとだめなんじゃないですか。 

 だから、私がきょう、実態はどうなんですかと聞いているのは、今局長が答弁されたように、サービスがふえて

いっているのか、逆に減っていっている地域あるいは施設があるのか、まずそのことをきっちり把握しないと変

えられないわけです。過ちを改むるにはばかることなかれという言葉がございます。私も実態をきっちりまだ把

握しておりませんから正確なことを言えませんので、ぜひとも実態把握を急いでもらいたいと思います。 

 それで、ぜひともお願いしたいのが、このような通所施設や作業所に通えなくなった障害者や障害児の方がそ

の後どうしているのか、そのこともぜひとも調べていただきたい。その方が家族とのトラブルで虐待事件が起こ

ったり心中事件が起こったりしたら、これはもう大変なことになりますよ。退所されていったケース、残念なが

ら全国でどんどん出てきています。そういう、利用者が退所してどういう暮らしをしているのか、そのことも調

査していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 先ほど来申し上げていますように、障害者自立支援法の施行は四月からでございます。まだ四月分の請求事務

も終了していないという状況でございます。 

 私ども、答弁申し上げておりますように、施行状況についてはウオッチしていく、注視していく。給付費につき

ましては、前の制度は破綻したわけでございますので、給付費について一番心配しておりますのは私どもでござ

いますので、きちんと見てまいりたいというふうに思っております。 

 それから、サービスの利用をやめられた方、先ほどの委員の御指摘の資料では〇・九％程度であったと思いま

すけれども、そういった方々についてどうなっているか。これは先ほど申し上げましたように、市町村に相談支

援事業が義務づけられておりますし、また、成年後見制度など権利擁護事業も市町村がやらなきゃならない。そ

の財源としては、地域生活支援事業ということで、障害者自立支援法の財源の枠内で市町村ができるようになっ

ておりますので、私ども、市町村の方にそういう状況の把握に努めるよう申してまいりたいと思っております。 

○山井委員 ぜひとも御理解いただきたいのは、これを早急に実態把握して、必要な見直しを早急にやる。十月

から新事業体系がスタートするわけです。そのときのタイミングで私は改善すべきだと思います。そうすること

によって、一件でも二件でもこういう不幸な事件が事前に防止できるかもしれないんですね。そのことは強く要

望をしたいと思います。 

 そして、グループホームについてお伺いしますが、施設ではなくて地域社会で障害者の方々が暮らすための一

番重要なサービスがグループホームでありますが、残念ながら、この自立支援法施行によって、私の知り合いの

方々が計画していたグループホームも頓挫をしてしまいました。その理由は、報酬額が低過ぎる、そして、今まで



はホームヘルプをグループホームのサービス以外に別枠で利用できたけれども、原則として今度の法律ではそれ

は利用できなくなった。重度の方々が利用できる……（発言する者あり） 

○吉田（六）委員長代理 では、ちょっと時計をとめて。——山井君、質問を続けてください。 

○山井委員 こういうふうな大事な人の命のかかった議論はぜひ聞いていただきたいと思います。 

 それで、こういうふうなグループホームの問題、こういう計画が頓挫したケースもふえてきているわけですけ

れども、このような状況を厚生労働省はどう把握しておられますか。たしかこの法律は、グループホームなどを

ふやして、地域で障害者が暮らしやすくなるようにという目標でできた法律であったはずでありますから、それ

が逆に、この法律によって計画が頓挫しているケースが出ていたら、それは趣旨が正反対なわけですから、その

ような実態、厚生労働省としてはどのように把握しておられますでしょうか。 

○中村政府参考人 お答え申し上げます。 

 まず、グループホームやケアホーム、これは新しく障害者自立支援法に位置づけられましたけれども……（発

言する者あり） 

○吉田（六）委員長代理 静粛に。答弁中ですから。 

○中村政府参考人 それの整備計画につきましては、先ほど申し上げましたように、障害者自立支援法で市町村

の障害福祉計画がつくられます。その障害福祉計画の中で十八年度から二十年度までの整備計画も定められます

ので、市町村の方は、法律上は十月からこの作業が行われるということになりますので、その市町村の整備計画

の積み上げで、全国のグループホームやケアホームの整備状況が把握できる、こういうふうに考えております。 

○山井委員 整備状況の把握というより、そういう、計画していたのがこの法律によって頓挫しているケースが

ふえているわけですので、早急にやっていただきたいと思います。 

 そろそろ時間ですので最後になりますが、やはり障害者の御家族あるいは障害者を支えておられる方々の御苦

労というのは、本当にこれは大変なものがあります。 

 そんな中で、先週日曜日も私は保護者の方々と話し合いをしましたが、なぜこの法律は自立支援法という名前

なんですか、自立を阻害しているじゃないですか、そういう声も聞きました。また、昨年の法案審議の中で尾辻大

臣が、この法律はサービス水準を落としません、サービスの利用抑制を招かないようにしますと言っていたにも

かかわらず、これだけサービス水準が低下して、利用抑制が自分の周りでは起こっている、これは国会での答弁

というのは何だったんですか、そんな声も聞きました。 

 やはり、十月から新事業体系というのがスタートするわけですから、ぜひともそれまでに早急に実態調査をし

て、一日も早く直すべきところは直していかねばならない、そうしないと、虐待事件、心中事件がふえていった

ら、本当にこれはもう国会全体の大変な責任に私はなってくると思います。 

 バリアフリー新法ということで、障害者の方々が移動、外出しやすい、そういう方向性を目指すと同時に、ぜひ

とも、障害者に向けての福祉サービスも、それに沿った自立や社会参加を支援するものにしていっていただきた

いと思います。 

 どうもありがとうございました。 


